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The common concept of the Safety Cost has not identified on the safety related systems. It has not 

established the way of evaluating economically丘omthe viewpoint of safety and the way of realizing 

optimization of the Safety Cost. This paper reports the concept of Safety Cost on the Railway transmission 

systems and proposes the concept of it. There are some cost differences between each traffic systems about the 

cost loss of traffic accidents and traffic services. About the railway systems, the cost loss is fewer than the more 

safety transportation facilities in signaling systems. So it is important to identify the concepts of the Safety Cost 

and to validate it by the Risk Assessment. 
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1 はじめに

輸送システムは，陸上，海上及び航空に区分され，陸上

輸送は，道路交通と鉄道交通に区分するのが一般的である。

鉄道交通の特徴は，定時性，大呈高速輸送にあると言われ

ているが，他の例えば安全性などの分野に関して総合的な

比較評価は断片的であり，体系的に謡論されていない。

本論では，まず道路交通，鉄道交通及ぴ航空交通に関し

て総合的な贅用と安全との関連を事例を基に評価する。

輸送システムのような安全に関連するシステム（以下「安

全関連システム」）の評価は，その多くがリスクの観点から

検討されており (1)~(3), 、ンステム安全の費用と有効性の検討

は非常に少なく，安全関連システムの安全に係わるコスト

（以下 「安全コスト」）に言及している例(4)は非常に少ない。

安全関連システムの事例として，輸送システムに関して，

期限を定めた総合費用額で安全との関連を評価した。その

結果，安全投資額の比率に比べて事故損失額の比率が輸送

システムの違いによって大きく異なることが判明した。

次に比較的安全設備が明確に区分されている鉄道交通を

例に，運転事故と輸送障害及び安全投資比率と修繕贄比率

の関連を評価した。その結果，安全性の高い設備でシステ

ムを構築した場合，事故発生件数も少なく，収益に対する

安全投資額と固定跨に対する修繕贅の比率も少ないことか

ら，鉄道交通では ， リスクアセスメント (RA: Risk 

Assessment)の実施と安全コス トを考慮した評価を各段階

で行うことで，さらなる安全の達成度を高めることが経済

的にも有効であることが想定された。

2 安全関連システムの安全コストについて

システム安全の概念は，システムのライフサイクル (LC:

Life cycle costing)の要求分析と定義、構想， 設計，製造，

設置，運用，保全，廃却にわたり，そのプロセスで所定の

活動が終了するまで続けられる安全解析や危険源の制御を

する活動である(5)0

筆者達が提案する安全コストの概念は，「安全関連シス

テムの構築に際して，そのシステムのLCにわたって必要と

する安全を確保するために必要な総コスト」と考える。

安全関連ヽンステムの安全性と費用との関係を分析する一

例として、鉄道交通の規格である， IEC62278: Railway 

applications・Specification and demonstration of reliabili・

ty, availability, maintainability, and safety(RAMS)で考察

する。一般にシステム，サブシステム，部品は，それぞれ

固有の段階を経て具現化され（6),これらを具現化する各段階

において 「人と物の移動」が伴うことになる。移動の機能

の他に移動される，あるいは，移動する人や物の安全を

確保するために， RAに基づいた対応を行う必要がある。各
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段階で発生するこれらのコストを安全コス トと考える。

RAMS規格の各段階の安全作業を基に安全コストとすべき

作業内容事例を次に示す叫

(1)概念：以前に達成した安全性能の見直，プロジェク トの

安全上の意味の考應及ぴ安全方針と安全目標の見直

(2)システム定義と適用条件：過去の安全の経験データの評

価，予備危険源分析の実施，安全計画（全体的）の確立，

危険基準の許容性の規定及び既存設備などの制約条件の

安全への影響の特定

(3)危険分析 ：システム危険源と安全危険分析の実施，危険

源日誌の設定及び危険評価の実施

(4)システム要求事項：システム安全要求事項（全体的）の

指定安全受入基準（全体的）の規定，安全関係機能要求

事項の規定及び安全管理の確立

(5)システム要求事項の割当：システム安全目標と要求事項

の割当，サブシステム ・コンポーネントの安全要求事項の

指定と受入基準の規定，システム安全計画咎の更新

(6)設計と実施：見直し，分析，試験及びデータ評価による安

全計画魯の実施，危険源日誌，危険源分析と危険評価，安

全関係設計決定の正当化，プログラム制御の実施，安全管

理下請業者と供給者の管理，一般的安全事例の作成， 一

般的適用安全事例の作成

(7)製造 ：見直し，分析，試験及びデータ評価による安全計

画の実施，危険源日誌の使用

(8)設置 ：設置プログラムの確立と実施

(9)システム検定（安全受入と立上を含む） ；立上プログラ

ムの確立と実施， ・用途固有の安全事例の作成

(10)システム受入 ；用途固有の安全事例の評価

(11)運転と保守：継続的安全関連保守の実施，継続的安全

性能監視と危険源日誌の保守の実施

(12)性能監視：性能と安全統計の収集，分析，評価，使用

(13)改造と後付：改造と後付の安全上の意味の考慮

(14)使用停止と処分：安全計画の確立，危険源分析と危険

評価の実施，安全計画の実施

安全関連ヽンステムの安全コストは，内容的に確立したわ

けではない。ここで提案する安全コストの概念を，システ

ム安全を構築するために必要不可欠な事項としての認識を

持って検討を深め，安全コストを明確化することで，より

安全性を高める意思決定が容易になると判断する。

3. 輸送システムの事故損失コス ト

〈3・1〉 輸送システムに係わる費用

総合贄用である Lcc(Lifecycle costing)を検討する際，例

えば，自動車の新車購入から廃車までの費用と交通具を用

いて人や物を輸送する際必要な交通路施股，交通設備及び

運営維持管理する組織や設備などの総合費用を評価対象に

加える必要がある。しかし，交通具以外は国の予算が多く

を占め，かつ交通具と交通路施設，交通設備の寿命が異な

り管理も異なる。即ち交通具の耐用年数に比較して，交通

路施設，交通設備などは交通具の発展，社会的進展に従っ
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て改良，改修され，使用し続けられている(8)(.9:。よ って，シ

ステム全体の評価では，一般に検討されているシステムの

Lee評価のように，各施設，設備の個別で計画，設計，運用，

廃棄の寿命的概念を評価するという考えを導入し難い。

この様なシステムの場合，寿命的概念について評価期間を

限定して期間内に発生する費用の内容を区分して， Leeを評

価・検討することを試みた。即ち交通具の購入，運用，維

持，管理，廃却に係わる贄用全体を 1年間で算出し，また，

交通路施設の建設，保全，修理，改修，さらに交通設備の

設計，製造，設蜃運用，廃却，また運営維持管理する組

織体や設備の費用，並びに事故損失額の貸用もそれぞれ l

年間で算出して，それらの費用内容と金額で輸送システム

を横断的に分祈 ・評価することで Leeの評価とした。各輸

送システムに関する年間の要用は，国土交通白書（＼0)，交通

安全白書(II)及び事業者の決算報告などより算出した。算出

数値は，平成 18年度を用いたが，国家予算は補正予算など

の修正を加えた（表 1参照） （12)。

〈3・2〉 事故発生確率と安全性

表 1の結果からそれぞれの輸送システムの違いについて，

事故件数，安全投資額の割合，事故損失の割合などの数値

比較を試みた。（表 2参照）

事故件数に対する死傷者数は，道路，鉄道，航空交通と

もほぽ同じであり，事故件数に対する死亡者数の割合は，

道路交通が鉄道交通の 2倍，航空交通は鉄道交通の 3/5で

表 1 輸送システムの費用

Table 1. Cost of'I¥・ansportation System. 

項目 道路交通 鉄遵交通 航空交通

設備投貸贄用 5兆9795億 1兆 8498億 4825億

注(2) 08 3%) (33.3%) (12.1%) 

運用費用 9兆 7726億 1兆6937億 2兆6502億

注(3) (29.8%) (30.5%) (66.2%) 

安全投資額 2兆0074億 8769億 4300（意

注(4) (6.13%) (15.8%) (10.8%) 

修搭 ・廃却 ・新車費 8兆2561億 l兆 0222億 4355（意

用注(5) (25.2%) (18 4%) (10.9%) 

事故損失額 6兆7450億 1143億 15億

注(6) (20 6%) (2 06%) (0.038%) 

合計 32兆7608（意 5兆 5570億 3兆9997（意

(100%) (100%) (100%) 

注（1)表の数値は，国土交通省一般会計， 平成 18年度版国土交通白嘗及び交

通安全白菖などの数値を用いた．

(2)平成 18年度国土交通省遊路関係予算ll)概要 P30,道路関連予椀．鉄道

樅備事業などより埠出した．

(3)揮発油消贅，鉄道事業設備投貸交通路施設なと‘(/)賞用．交通設傭には

防衛庁自衛隊の費用が一部含まれると考えられるが．費用配分が明確で

なかったためにここでは含めない

(4)交通安全白書 H20年版 道路予算配分 Hl8 年 交通安全事薬

ppl2/41 などより算出．

(5) 施設・車両の修繕費及び自動車の廃却費用 ll)算出は，自動車(/)台数＋•

耐用年数 10年x廃却秀用（10,000円） とし．新市販売高の推定は，（社）

日本自針）東販売協会連合会の資料によるデイラー新車売上高より箕出

した

(6) 道路交通ll)亭故による損失額は，交通事故の被害 ・損失ll)経済

的分折に関する調査研究（平成 19年 3月内閣府政策統括官）に．J:

る．道路交通以外の事故による損失額は，道路交通の死亡損失額

と金銭的祖出額を基に，それぞれの交通の死傷者数と死亡者数の

割合から第出した．
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表 2 輸送システムの安全に関する評価

Table 1. Validation of Transportation System 

Safety 

項目 道路交通 鉄道交通 航空交通

死傷者数／事故件数（人／件数） 1.25 0.86 0.78 

紺送人キロ当 死傷者
12 1 8 0.16 

X10“ x10'' x10 n 
たりの事故率

6.9 0 77 0.047 
（人キロ） 死亡者

xlO " XlO " XIO" 

捻合計頼に対する安全投貸
6.13 15.8 10.8 

額の割合 （％） 

斡送人キロ 当たりの安全投
2 19 1 95 6.01 

資額 （万円l人キロ）

稔費用に対する事故損失の
20.6 2.06 0.04 

割合 （％） 

粕送人キロ当たりの死亡者
1792 195 12.1 

の被害額 （千円／人キロ）

注（l)各数値は，平成 18年版及び 19年版の国土交通白書，交通安全白書に

よる数値及びそれら数値からの算出である。

(2)安全投姿額の合計は，陵上交通共通及び輸送システム共通の費用

ば除いた。道路交通以外の事故による損失額は，遊路交通の死亡損

失額と金銭的損出額を甚に、 それぞれの交通の死傷者数と死亡者数

(/)割合から箕出した。

あった。輸送人キロ当たりの死傷者数は，道路交通が鉄道

交通の 6,670倍，航空交通が鉄道交通の 0.089であった。

輸送人キロ当たりの死亡者数は，道路交通が鉄道交通の 9

倍，航空交通は鉄道交通の 0.06であった。道路交通は事故

件数当たりの死傷者数，死亡者数ともに他交通より多く，

特に輸送人キロ当たりの死傷者数が多い。

1年間の総合計搬用に対する安全投資額の割合は，道路交

通が鉄道交通の約 0.4,航空交通が鉄道交通の約 0.7であっ

た。一方輸送人キロ当たりの安全投資額は，道路交通及ぴ

鉄道交通がほぼ同じ 2万円／人キ ロで，航空交通は鉄道交通

の2.6倍であった。総合計に対する事故損失額の割合は，道

路交通が鉄道交通の 10倍，航空交通は鉄道交通の 1/50で

あった。これらより道路交通は人キロ当たりの安全投資額

は他の交通とほぼ同じであるにもかかわらず，事故損失額

は 10倍多い結果となっている。

交通路施設の安全対策は，交通路施設を維持管理してい

る所管部署ごとに行われており，交通ルールのマナー向上
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等の教育，標識・ 表示などの充実に力点が置かれている傾

向がある。他の輸送システムでは，交通路施設，交通設備

に対して連転手，パイロット及び保守者などのヒューマン

ェラーを防止するための対策が過去の事故原因分析と併せ

て施設として設備されている。よって，道路交通の場合，

他の輸送システムの特徴を踏まえてその違いを明確化し，

交通具と交通路の一体とした事故を減じる施設，設備につ

いての方策の調査・検討が必要である。

4. 鉄道交通の安全関連設備投資

〈4・ I〉 安全関連設備と障害及び事故との関連

安全関連ヽンステムは，システム全体としての安全対策が

有効であることが，各輸送システムの事故件数，設備投資

額及び安全投資額の比率に関する評価から得られた。そこ

で鉄道交通の安全設備の違いによる障害及ぴ事故との関連

を評価する。

「第8次交通安全基本計画」（平成18年～22年度の5カ年計

画）では、鉄道交通の安全に関する数値目標を，乗客の死

亡者数ゼロ，踏切事故件数の約 1割削減としている。

鉄道交通の安全投資額の内容は，安全に関係する機器の設

備投資額が主であり，システム全体の安全に関する安全コ

ストが含まれているわけではない。 • 

Hl9年度の安全関連設備と事故率，設備投賓及ぴ安全関

連投資比率との関係について，鉄道苓業者区分による比

較・評価を行った（表 3参照）。設備投資額は営業収益の

18%~61％で，平均は 23.4％である。安全関連設備投資は，

営業収益の 7.9%~16.6％で平均は 11.3％である。

保安装個としての機能は， ATC（自動列車制御装置 ：Auto・

matic Train Control)がATS（自動列車停止装置：Automatic

Train Stop) (is)より高い。さらに事故件数の詳細として，

安全設備である信号保安装置の違いに関して，運転事故と

輸送障害の関連を評価する。 ATSを設備しているJR在来線7

社と大手民鉄14社に対し， ATCを設備している公営交通10

社の列車百万キロ走行当たりの踏切障害，人身障害などの

運転事故件数と車両，鉄道施設などに起因する輸送障害件

表 3 鉄道交通の安全関連設備投資など (H19年度），I9)119;)

Table 3. Transportation facilities investment for safety on railway systems 

事業者 営業収益 設備投資 安全関連設備投資 事故件数 保安装置 跨切数

区分 （百万円） ① （百万円）② （②l①%) （百万円）③ （③1①%) 百万キロ当たり⑥ ATS (%) ATS (%) （％） 

JR在来線 0.62 98.6 1.43 21364(61.8) 

JR新幹線
4.411,460 818,628 (18.6) 463,664(10 5) 

0.01 

゜
100 

゜大手民鉄 1.294,904 401,639(31.0) 214,971(16.6) 0.70 96.7 3.3 5808(16 8) 

公営地下鉄 841,599 206,745(24.6) 69,881(8.3) 0.41 2.5 97.5 I 

新交通 ・モノレール 75,004 13,389(17.9) 5,958(7.9) 0.15 

゜
100 

゜中小民鉄 291,781 179,051(61.4) 24,844(8 5) 1.05 88.9 8.3 6918(20.0) 

路面電車 109,395 26,541(24.3) 16,603(15.2) 4.73 456(1.32) 

合計 7,024,172 1,645,992 (23.4) 795,925 (11.3) 0.66 23294km 3747.5km 34547(100) 

（注） （1l 事故件数は，踏切障害（合計 350件），人身傷害（合計 424件）． その他（118件）の発生件数の割合である。

(2) 事故件数のその他は，列車脱線（中小民鉄 4,路面電車 6,JR在来 5,その他で合計は 16),道路障害 （路面電車 93, 中小民鉄 5の合計 98)である，

(3l ATS, ATCの％は，各事業者の営業キ ロに対する ATS.ATC設置距離の％比であるe
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Fig. l. Operating accident and transport 

trouble of railway company on ATS, ATC. 
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図 l

数の散布図（図1参照）から， ATSを設備している事業者は，

踏切道も多いことから． ATCを設備している事業者より運

転事故が約3倍多く，運転障害もATCを設備している事業者

の方が約1/2少ない傾向にある。

〈4・2〉 安全投資比率と修繕費比率の関連

安全関連設備投資に関して，鉄道事業営業費用に対する

安全投資の比率と鉄道事業固定費に対する修繕費の比率を

安全関連設備の違いにより評価を行う。JR7社のうち 4社

は ATCが設備されている新幹線を保有しており， 7社とも

在来線は ATSを設備している。在来線と新幹線の襲用内訳

が区分されていないために ATS.ATC混在として評価する。

大手民鉄 15社中 14社は ATSを設備しており踏切も存在す

る。公営地下鉄 10社とモノレール 17社は ATCを設備して

いる。なお大手民鉄 1社は ATC設備率が 64.7％なので， ATC

設備事業者とした。これらの関連を評価すると安全投資比

率は， ATS設備事業者が ATC設備事業者より約 3.3倍多く，

修稽比率は ATS設備事業者が ATC設備事業者より約1.6

倍多い（図 2参照）。即ち，初期投資額は， ATCの方が多い

が，その後の運営段階においては，安全投資額と修繕贅は

ATCの方が少なくて済むことを意味している。

5. まとめ

安全関連システムの安全コストに関して概念を検討し，

各輸送システムの違いによるシステムの費用比率を評価し

た結果，事故損失コストが重要であることが判明した。さ

らに，鉄道交通で各喘用の数値的評価を行った。安全コス

トに関して，鉄道交通は安全関連設備投資額を主としてお

り，他のコストとの区分が明確でない。また安全設備の違

いによる運転事故，輸送障害安全投資比率，修繕比率の

評価では，いずれも安全性の高い装置を設備している事業

者の方が運転，保守費用が少なくて済む傾向にあった。

今後は，安全コス トの内容を通常発生するコストと区分

Fig. 2. 
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図 2 設備別安全投資比率と修緒贄率

Safety investment and maintenance cost ratios 
by facilities differences. 

△, 
• X, 

9C), 

y ・, : ATS.ATC混在

y 2:: ATS設備

y 3 : ATC設備

できるような方法論を構築し，多くの関連ヽンステムに応用

して，横断的な対応をすることにより，安全関連システム

の適切な安全コストと安全に関する対応策が有効に機能す

ることになるものと確信する。

課題として，輸送システムの環境問題を Leeの評価に加

えて再評価すること，また事故損失額を Lee評価の対象と

して，安全対策の投資費用と事故損失額との相関を解明し

より有効な安全対策を早急に行う必要があろう。て，
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